
国の基本指針について（令和８年６月 29日） 

 

第 10期介護保険事業（支援）計画の基本指針に盛り込むことが考えられる主な事項のイ

メージ 

 

○介護サービス基盤の計画的な整備 

① 介護保険事業（支援）計画の策定 

・中⾧期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市

町村が 2040 年度を見据えた中⾧期的な推計を実施し、共通の課題認識を持った上

で、地域の関係者を含めてサービス提供体制の在り方を検討。 

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過

程における議論のプロセスを整理。 

・計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等に

より、地域の現状把握・分析や計画策定を支援。 

② 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築 

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策

定。中山間・人口減少地域においては、関係者の意見を聞きながら、必要な対応

（人材確保や生産性向上等の施策、新たな累計を含む特例介護サービスの新たな類

型の活用等）について議論。 

・医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえ

たサービス提供体制の構築。 

○地域包括ケアシステムの深化 

① 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり等

の更なる支援や質の向上を図るための分析・評価等を推進。 

② 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関係

者を含めて地域全体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づくりを推

進。 

③ 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。 

○介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

① 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するととも

に、生産性向上等の取組の推進を図るための協議会を設置し、地域の関係者が協働し

て課題解決に向けた実践的な取組を推進。 

② テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等によ

る経営基盤の強化等を推進。 

  

資料③ 



国の基本指針を受けて、市町村計画の変更イメージ 

 

 

＜市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項＞ 

・都道府県との連携 

 

＜市町村介護保険事業計画の基本的記載事項＞ 

・各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み及び 2040 年度を含

む中長期的な推計 

・2040 年度を見据えた中長期的なサービス提供体制の確保に関して取り組むべき事項 

 

＜市町村介護保険事業計画の任意記載事項＞ 

・地域包括ケアシステムを支える（事業所への）経営改善支援 

・特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の入居状況 

 

 

 

以上の国の基本指針から、現時点では、現行計画の体系を大きく変更する必要性は

ないと考えられます。 

 

一方で、市町村の認知症施策推進計画の策定が求められており、全国的に介護保険

事業計画に包含する形式での策定が予定されています。本市でも認知症施策推進計画

を包含する形で、第 10期計画の策定を検討しています。 

 

 


